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例１ ASEAN 
   参考：外務省「ASEAN」「ASEAN と日本」・日本アセアンセンター・JETRO 
 
 ASEAN は、1967 年 8 月 8 日の五カ国外相宣言（バンコク宣言）により設立された（成

立経緯 1）。ところが、この宣言は法的拘束力を持つとは考えられていない 2。同宣言の

内容を見た上で、なぜあえて法的拘束力を持たない宣言によりASEANを設立したのか、

考えてみよう。 
 1980 年に、Cooperation Agreement between the European Economic Community and 
Indonesia, Malaysia, the Philippines, Singapore and Thailand - member countries of the 
Association of South-East Asian Nations という条約が締結された。なぜ、当事者の一方が

the European Economic Community であり、他方が“Indonesia,… member countries of the 
Association of South-East Asian Nations”なのだろうか。 
 1979 年に、Agreement between the Government of Indonesia and ASEAN relating to 
Privileges and Immunities of the ASEAN Secretariat という条約が締結されている。条約末

尾を見れば、この条約の一方当事者が ASEAN であることが判る。なぜ、EEC との条約

とは異なる対応がとられたのだろうか。この特権免除条約前文に言及されている

Agreement on the Establishment of the ASEAN Secretariatの11条を見ながら考えてみよう。

また、この特権免除条約と、1967 年バンコク宣言をインドネシアが 1983 年になって国

連事務局に登録した（国連憲章 102 条）こと 3との間には何らかの関係があるだろうか。 
 2007 年になって ASEAN Charter4が採択され、2008 年 12 月 15 日に発効した。その 3
条を参照されたい。なぜ、この時点になってこのような条約が採択されたのだろうか。

日本が ASEAN 日本政府代表部を 2011 年に設置していることは、憲章採択と何らかの

関係があるか。 
 
 
例２ 国際決済銀行(BIS: Bank for International Settlements) 
    参考：日銀サイト 
 
 BIS の法的地位について、BIS サイトの Legal Information というページを見てみると、

いくつかの文書が出てくる。一番上の Convention respecting the BIS を見てみると、その

                                                      
1 山影進『ASEAN シンボルからシステムへ』（東京大学出版会、1991 年）。 
2 村瀬信也「ASEAN 統合の国際組織法的側面」アジア経済 26 巻 10 号（1985 年）4 頁。 
3 浅田正彦「国際機構の法的権能と設立文書」安藤仁介ほか（編）『21 世紀の国際機構』（東信

堂、2004 年）99 頁、136-137 頁。 
4 遠藤聡「ASEAN 憲章の制定――ASEAN共同体の設立に向けて」外国の立法 237 号（2008
年）、鈴木早苗「ASEAN 憲章下での組織改革」アジ研・ワールドトレンド 2009 年 11 月号、鈴

木早苗「ASEAN 憲章の策定」アジ研・ワールドトレンド 2008 年 3 月号。 

http://www.asean.org/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/asean/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol64/index.html
http://www.asean.or.jp/ja/
http://www.jetro.go.jp/world/asia/asean/
http://agreement.asean.org/media/download/20140117154159.pdf
http://www.asean.org/asean/about-asean/history
http://www.asean.org/asean/about-asean/history
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CELEX:21980A0307%2801%29:EN:HTML
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CELEX:21980A0307%2801%29:EN:HTML
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CELEX:21980A0307%2801%29:EN:HTML
http://agreement.asean.org/media/download/20140416011141.pdf
http://agreement.asean.org/media/download/20140416011141.pdf
http://agreement.asean.org/media/download/20140117151823.pdf
http://asean.org/asean/asean-charter/charter-of-the-association-of-southeast-asian-nations/
http://www.asean.emb-japan.go.jp/release11_01_j.html
http://www.bis.org/
http://www.boj.or.jp/announcements/education/oshiete/intl/g05.htm/
http://www.bis.org/about/legal.htm
http://ndl.go.jp/jp/diet/publication/legis/237/023706.pdf
http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZWT/ZWT200911_010.pdf
http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZWT/ZWT200803_020.pdf
http://d-arch.ide.go.jp/idedp/ZWT/ZWT200803_020.pdf
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1 条に BIS への言及があるが、「ここに BIS を設立する」とは書かれていない。Convention 
respecting the BIS の下に Constituent Charter というものがあり、その「1.」を見ると、こ

の Charter によって BIS が設立されたかのように見える。そこで、この Charter の法的性

質はどのようなものか、これを締結したのは誰か、を考えてみると、Hague Convention
に戻ってその 1 条に Charter への言及があること、それが Convention と一体のものとさ

れていることが判る。 
 では、Convention が国家間条約であり、Charter がその一部であるとすると、BIS は国

家間条約により設立されたことになるのだろうか。あらためて Convention の 1 条を読

んでみると、この条項によりスイスに義務が課されていることが判る。したがって、そ

こにいう force of law というのは、どうやらスイス法上の force of law ということのよう

である。 
 次に、Legal Information ページの Charter の下の Statutes を見てみると、その 1 条によ

れば BIS が株式会社として設立されたことが判る。以上を要するに、BIS はスイス法上

の法人として設立されている。 
 ところが、（Brussels Protocol を飛ばして）その下の Headquarters Agreement を見ると、

その 1 条で国際法人格が認められている。同 Agreement 末尾を見るとこれが 1987 年に

締結されたことが判るが、1930 年から 1987 年の間に何が起こったのだろうか。 
 
 
例３ バーゼル銀行監督委員会 
   参考：金融庁サイト 
 
 バーゼル銀行監督委員会は、自主資本規制など市中銀行に関するルール 5を作成して

いる。 
    同委員会の法的地位は同委員会憲章 3 条(“Legal status”)に記されており、構成員につ

いては 4 条に定められている（構成員一覧）。これは、国際機構と言うべきだろうか。ま

た、このような法的地位で十分と考えられているのはなぜだろうか。 
 
 
例４ 世界アンチ・ドーピング機構(WADA) 
   参考：文部科学省サイト 
 
 世界アンチ・ドーピング機構の法的地位は、その定款第 1 条を見れば判るように、ス

イス民法典(le Code civil suisse)に基づく財団(fondation)である（定款の英訳はこちら）。と

                                                      
5 久保田隆「金融監督規制に関する国際制度の展開」論究ジュリスト 19 号（2016 年）43 頁、

藤田勉『グローバル金融規制入門』（中央経済社、2015 年）。 

http://www.bis.org/bcbs/
http://www.fsa.go.jp/inter/bis/bis_menu.html
https://www.boj.or.jp/finsys/intlact_fs/kisei/index.htm/
http://www.bis.org/bcbs/charter.htm
http://www.bis.org/bcbs/membership.htm
https://www.wada-ama.org/
http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/athletic/070817/006.htm
https://www.wada-ama.org/sites/default/files/resources/files/WADA-Revised-Statutes-4-July-2014-FR.pdf
https://www.wada-ama.org/sites/default/files/resources/files/WADA-Revised-Statutes-4-July-2014-EN.pdf
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ころが、国家が理事会などの構成員となっている（スポーツ団体も構成員となっている）。

そして、国家は拠出金も負担している。加えて、UNESCO（国連教育科学文化機関）が

中心となって作成されたドーピング防止国際条約（日本語訳）3 条では、国家は WADA
と協力することが義務づけられている。では、WADA はなぜ国際機構として設立され

ていないのだろうか。 
 WADA がどういう活動をしているかは、WADA サイトの Who we are ページのビデオ

を見ると良い。WADA が作成する各種ルールは、日本語訳を含め、日本国内の活動を担

当する JADA のサイトを見るのが便利である 6。 
 
 
この回の講義全体にかかる参考文献 
 Shotaro Hamamoto, “Joint Undertakings”, Max Planck Encyclopedia of Public 

International Law (updated in January 2013).（学内ネットワークよりアクセス可） 

                                                      
6 参照、小寺彰「国際スポーツ法」道垣内正人・早川吉尚（編）『スポーツ法への招待』（ミネ

ルヴァ書房、2011 年）95 頁、宍戸一樹「ドーピング規制――WADA・JADA の活動」同書 115
頁。 

https://www.wada-ama.org/en/who-we-are/governance/government-representation
https://www.wada-ama.org/en/who-we-are/governance/olympic-movement-representation
https://www.wada-ama.org/en/resources/finance/contributions-funding
http://www.unesco.org/new/en/social-and-human-sciences/themes/anti-doping/international-convention-against-doping-in-sport/
http://www.mext.go.jp/unesco/009/003/017.pdf
https://www.wada-ama.org/en/who-we-are
http://www.playtruejapan.org/code/2015-wadacode/
http://opil.ouplaw.com/view/10.1093/law:epil/9780199231690/law-9780199231690-e956?rskey=03QaIt&result=1&prd=EPIL
http://opil.ouplaw.com/view/10.1093/law:epil/9780199231690/law-9780199231690-e956?rskey=03QaIt&result=1&prd=EPIL
http://www.kulib.kyoto-u.ac.jp/erdb/13505

